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研究資料 エネルギー集約産業に対する

環境税減免の国際競争力 ・CO2排 出削減への影響

松 本 健一*・ 福 田 豊生**

摘 要

　近年,地 球 温暖 化対 策 として環境税 が 国内外 で計 画 ・導 入 されて い るが,そ の多 くで産

業 の国 際競争 力 の維持 を 目的 と し,エ ネルギ ー集約 産業 に対 す る税 が減 免 され てい る。

　本研 究 は,環 境 税 の賦 課 が エ ネ ルギ ー集 約 産業 の 国際 競争 力 に多 大 な影響 を与 え るの

か,税 の減免 がそ れ ら産業 の国 際競争 力 の影響緩 和 に効果 的 に機 能 す るのか,そ して その

よ うな措 置がCO2排 出削減 に どの よ うに影響 す る のか を分 析 す る。分 析 に は応 用一 般均

衡 モデ ルで あ るGTAP-Eモ デル の構 造 を拡 張 したGTAP-Exモ デ ル を用 い,全 産業 に 同率

の環 境 税 を賦課 す る ケー ス とエ ネルギ ー集 約産 業へ の環 境税 を減免 す るケ ース につ い て,

産 業 の国 際競 争 力 な らび にCO2排 出 削減 に及 ぼす影 響 を シ ミュ レー シ ョンに よ り定 量 的

に評 価 した。

　分 析 の結果 環境 税導 入 に よるエ ネル ギー集約 産業 の 国際競 争力へ の 影響 は小 さ く,ま

た税 の減 免 の国際 競争 力 の改善 への寄 与 は小 さい に も関 わ らず,CO2排 出削減 率 ・削減効

率 を低下 させ るこ とが 示 され た。そ して,全 体 的 に見 る とエ ネルギ ー集約 産業 に対 す る環

境税 減免 はむや み に実 施すべ きで な く,減 免 の際 には個 々のエ ネル ギー集 約産 業や 非エ ネ

ル ギー集 約産 業CO2排 出削 減へ の影響 を総 合的 に考慮 して実施 す る ことが重要 とな る。

キ ーワ ー ド:地 球 温暖 化,環 境税,エ ネルギ ー集約 産業 国際 競争 力,GTAP-Exモ デル

1.は じ め に

　日本政府は,京 都議定書の温室効果ガス排出削減

目標(1990年 比6%)を 達成すべ く,地 球温暖化

対策推進法や京都議定書目標達成計画等を策定し,

国内対策を推進している。そして,それら計画には,

市場原理を通じてCO2排 出削減を費用効果的に実

現する環境税iの 導入の可能性 も盛 り込まれてい

る1)。環境省は数年前から環境税の早期導入を検討

しており,「環境税の具体案」と題して環境税の税

率,課 税段階 課税対象,税 収使途等を示してい

る2)が,こ れ ま で の と こ ろ 実 現 に は 至 っ て な い 。

2005年 の環 境 省案 は,基 本 的 に全 化 石 燃 料 に対 し

て その 炭 素含 有 量 に応 じて課 税 す る 点 で はCO2排

出 を効 率的 に削減 で きるシス テム とな ってい る。 し

か し,産 業 の 国際 競 争 力 の維 持 を考 慮 して エ ネ ル

ギー集 約産業 に対 す る税 が減免 される等,幾 つ か の

特 例措 置が 想定 されて い るii2)。この よ うな措置 は環

境 省案 に 限 らず,環 境 税(エ ネル ギー税 や燃料 税 も

含 む)を 導 入 して い る 欧州 諸 国 で も見 られ るiii3・4)。

しか し,特 定の 産業 に対す る減免 税 は国 内産業 間 に

税 の不 公平 性 を招 くだ けで な く,CO2排 出削減効 果
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ⅰ本研究 では,化 石 燃料の炭素含有量 に応 じて課税す る 「炭素税 」 を分析対象 としてい る。 しか し,環 境

省案等ではそれ らを含 めて 「環境税」と表記 されてい るため,こ こでは混乱 を避けるために全 て 「環境税 」

と表記する。

ⅱ原油価格の高騰等に よるガ ソリン,灯 油,ジ ェ ッ ト燃料への当面の環境税適用の停止等 もある。

ⅲ石炭への減免税,特 定産業への減免税,税 の還付等,国 ご とに異 なるが幅広い特例措置が設け られている。



528松 本 ・福 田

を弱める。

　そこで,本 研究では環境税に関する特例措置の中

でも多数の国で導入されているエネルギー集約産

業に対する減免税に注 目し,環 境税の導入が環境

省案や欧州諸国で危惧 され,ま た国内産業界が懸

念ivしているようにエネルギー集約産業の国際競争

力に多大な影響を及ぼすのか,そ れら産業に対する

環境税減免が国際競争力の影響緩和に大きく寄与

するのか,ま たその際にCO2排 出削減に影響を及

ぼすのかを分析する。具体的には,全 産業部門と

家計に同率の環境税を賦課するケースを 「基準ケー

ス」とし,エ ネルギー集約産業に対する環境税を減

免するケースと,環 境税の賦課前後での産業の国

際競争力とCO2排 出削減の変化vを比較する。文献

5)等 では産業の国際競争力への影響緩和に対する

環境税減税の方法を提案 しているが定性的評価に

留まっており,そ の効果の程度は示されていないvi。

そこで}本 研究では上記の影響の程度を客観的に評

価するために応用一般均衡モデルを用いて定量的

分析を行った・ii。

　本研 究 で は,環 境 税 は 日本 だ け に賦 課 し,そ の

税 率 は環境 省 案 で あ る2400円/t-C(モ デ ル 内で は

$20/t-C)と した2)。また,税 収 は政府 の一 般財 源 と

して扱 う。つ ま り,環 境 税収 の使 途 は特定(CO2削

減投 資や社 会保 障 費負担 の軽 減等)せ ず,他 税 と同

様 に政府 消費支 出 に当 て る。

2.分 析 方 法

2.1応 用 一般 均衡 モデ ル

　本研究 で は,応 用一 般均 衡 モデ ル と してGTAP-E

モ デ ル9)を独 自に拡 張 した もの を用 い た。GTAP-E

モ デル は,T.W.Hertelら が 開発 した世界経 済 を対象

と した 多部 門 ・多地 域 応 用 一 般均 衡 モ デル で あ る

GTAP(Global Trade Analysis Project)モ デ ル10)に,

地 球 温 暖化 対 策 を分析 す る ため に温 室 効 果 ガス排

出権 取 引や 環境 税等 を導 入 した モデ ルで あ る。 図1

にGTAP-Eモ デ ル の全 体 枠 組 み の概 要 を示 す 。 地

域 家計(家 計)は 民 間 と政府 を合 わせ た もの だが,

ここで は便宜 上そ れ らを分 けて示 す。民 間 は生産要

素(労 働,資 本,土 地,天 然 資源)を 所 有 して要素

所得 によ り消 費活動 を行 う。 政府 は所得 税や 環境税

等 の税収 を所 得 と して消 費活 動 を行 う。そ して}家

計所 得が 消 費支 出 を上 回 る部 分 は貯蓄 とな り,国 際

金融(全 地域 共通)を 通 じて投 資 と均衡 す る。一方,

産 業 部 門 は民 間か らの生 産 要 素 と産業 か らの 中 間

投入 か ら財 ・サー ビス(家 計 消費,中 間投入,貿 易,

投 資財)を 生 産す る。 また,生 産財 は諸 外 国(図1

のその他 世界)と 輸 出入 され,国 際輸 送(全 地域 共

通)が 貿 易 に関 わ る輸 送活動 を行 う。 モ デル は,各

地 域 の効用(1人 あた りの民 間 ・政府 実 質消 費額 と

実 質貯 蓄額 に よ り測 る)が 最 大化 され る よ うに解 か

れる。

　 GTAP-Eモ デ ルの大 きな特徴 は,生 産 ・消 費構 造

におい てエ ネ ルギー部 門 を詳細化 した点 にあ り,生

産 は 図2に 示 す,ま た消費(政 府 お よび,民 間)は

図3・4に 示 す構 造 で あ るviii。環 境 税 は 全 産業 部 門

と家計 のエ ネル ギー財(表2を 参照)の 消 費(購 入)

に対 して賦 課 され るが,こ れ は図 の よ うにエ ネル

図1GTAP-Eの 枠 組 み11)*矢 印 は 金 銭 の 流 れ を 表す

ⅳ日本 経 済 団 体 連 合会 の 『平 成18年 度 税 制 改 正 に関 す る提 言』(2005年9月20日)等 が あ るが ,そ れ らは

定 性 的 な 主 張 で あ る と言 え る 。

ⅴ本 研 究 で は,化 石 燃料 起 源 のCO2排 出 の み を考 慮 して い る。

ⅵた だ し,環 境 税 の 効 果 ・影響 に 関 して は計 量 モ デ ル で 評価 され て い る。

ⅶ定 量 的評 価 に よ る環 境 税 の 産 業 の 国 際 競 争 力 へ の 影 響 評 価 に は文 献5)～8)等 が あ るが,そ の 結 論 は 分

か れ て い る。

ⅷ図2～4の 各 分 岐 点 で は,各 財 お よ び 生 産 要 素(そ して,そ れ ら を合 成 した もの)はCES(Constant

 Elasticity of Substitution)型 関 数 に よ り合 成 され て い る(図4のCDE(Constant Difference Elasticity)関 数

を除 く)。
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ギ ー財 との代替(弾 力性 は0)と して扱 わ れ るix。

　上 記 の よ う にGTAP-Eモ デ ル は環 境 税 の 分析 に

は適 して い る。 しか し,税 は地域 ごとに賦課 で きる

(同一地 域 内 の産 業 間で は 同一税 率 とな る)だ けで

あ り,本 研 究が 目的 とす る各 地域 の産業 間 で差別 化

した課税 がで きない。 そ こで,本 研 究 ではGTAP-E

モデ ル を拡 張 し,地 域別 ・産 業別 に環境 税 の税 率 を

設 定 で き る拡 張 型GTAP-E(GTAP-Ex)モ デ ル を

作 成 し,使 用 したx・xi。

　本研 究 にお ける地域,産 業部 門(当 該 産業 の生 産

財 も表 す)の 構 成 をそ れぞ れ 表1・2に 示 す。 両表

が示 す よ うに,本 研 究 で は6地 域 ・12部 門 の構 成

を用 いた。

　地域構 成 につ い ては,環 境税 の課税 対 象 国であ る

図2GTAP-Eの 生 産構 造(文 献9)Figure16・17を 改 変)

図3GTAP-Eの 政 府 消 費構 造(文 献9)Figure18を 改 変)図4GTAP-Eの 民 間消 費構 造(文 献9)Figure19を 改 変)

ixただ し,税の二重計算 を防 ぐためにCOAの 石炭購入,OILの 原油購入,GASの 天然 ガス購入,OLPの 原油1

石油製 品購入,ELYの エネルギー財購 入は課税対象外 である(各 記号は表2を 参照)。

x本 モデルでは,産 業別 に環境税 を賦 課す ることで,産 業 ご とにCO2の 排出 ・削減の意思決定 を行 う。そ

れを地域 別に集計 した ものが地域別CO2排 出量であ る。そ して,各 産業の決定がCO2排 出 量と経 済的但

面 に及 ぼす影響 を分析す る。

xi本 研 究で は,経 済 ・エネルギ ーデー タはGTAPVersion6を,CO2排 出量 は文献12)を デ ータベ ース と し

て用 いた。両者 と も2001年 のデー タで,後 者は前者 のエネルギーデータよ り計算 され たもの13)である。
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表1地 域構成

表2産 業部門(生 産財)構 成

日本(JPN)を 除い て は5地 域 の大 まか な分 類 に と

どめ て い る。 ま た産 業 部 門構 成 に つ い て は,本 研

究 の分析 対象 の エ ネル ギー集 約産Kllで あ るPPPか

らNFMお よび,エ ネ ル ギ ー部 門で あ るCOAか ら

ELYは 個 別 に扱 い(図2も 参 照),そ れ 以外 の 産業

は2部 門に統合 してい る。

2.2環 境税 の設 定

　上 述 の よ うに,環 境 税 の課 税 対 象 国 はJPNの み

で あ り,基 準税 率 は$20/t-Cと した。JPNの み に環

境 税 を導 入 した の は,1地 域 のみ に税 負担 を課 す こ

とで課 税 の 国 際競 争 力 に及 ぼ す影 響 を的確 に分 析

す るため であ る。

　5つ の エ ネ ル ギ ー 集約 産業 に対 す る環 境 税 減 免

は,基 準 ケー ス よ りも10～100%の 減 免 を10%刻

み で5産 業 同 時 に行 っ た もの($18/t-C～$0/t-Cの

課税)で あ る。 そ して,各 ケ ー ス につ い てGTAP-

Exモ デ ル を用 いて シ ミュ レーシ ョン し,エ ネルギ ー

集約 産 業 に対 す る環境 税 減 免の 国際 競争 力 お よび,

CO2排 出削 減へ の影響 を分析 した。

3.シ ミュ レーシ ョン結 果 と考 察

　表3～8にGTAP-Exモ デ ルに よる シ ミュ レー シ ョ

ンの結果 を示 す。表3～6は 産業 の国際競 争 力へ の

影響 に関す る指標xiiiであ り,そ れぞ れ 日本 の非 エ ネ

ルギー部 門(財)に お ける環境 税賦 課前 か らの変化

値 で あ る。 表7・8はCO2排 出削減 へ の影響 に関 す

る指 標 であ る。

　まず基 準 ケ ース に お け る 国際競 争力 へ の 影響 を

見 る と,表3か ら,全 エ ネ ル ギ`.集 約 産 業 で生 産

シ ェア が低 下 して い る こ とが 示 され て い る。 しか

し,そ の低下 率 は最高 で もISの0.0484%ポ イ ン ト

で あ る。 また,非 エ ネルギ ー集約 産業 で もシェ アの

低 下 が 見 られ,特 にCRPはAGRやISVよ り低 下

率 が 低 く,PPPの そ れ はISVと ほ ぼ 同 じ水 準 で あ

る。 表4を 見 る と,NMM・I_S・NFMの 輸 入 量 は

増加 して い るが,PPP・CRPの 輸 入量 は減 少 して い

る。 表5を 見 る と,NMM・I_S・NFMの 輸 出量 は

減少 して い るが,PPP・CRPの 輸 出量 は増 加 して い

る。 そ して,表6を 見 る と,NMM・I_S・NFMの

輸入 依存 率 は上 昇 して い るが,PPP・CRPの 輸 入依

存率 は低 下 してい る。 また,表3～6の 全 ケー スで

共通 して,エ ネル ギー集約 産業 へ の減免 税 に よ り国

際競 争力 へ の影響 は緩和 されるが,そ の改善 度 は低

い。そ の値 は最 高 で も,生産 シ ェアで はISの0.0273

ポ イ ン ト,輸 入 量 で はNMMの0.71ポ イ ン ト,輸

出 量 で はNMMの1.45ポ イ ン ト,輸 入 依 存 率 で は

NMMの0.0551ポ イ ン トで ある(基 準 ケー ス と免税

ケ ー スの 差)XIV。 そ して,減 税 率 に よ って は非 エ ネ

ル ギ ー集 約 産 業 に対 す る 国際 競 争力 へ の 影響 が エ

ネルギ ー集約 産業 のそ れ を上 回 った り,エ ネルギ ー

xii本 研究でエ ネルギー集約産業 とした部門は,GTAPデ ータベ ースにおいて地域合計の生産 コス トに占める

エ ネルギー財投入 コス ト比 率が上位5つ の製造業(エ ネルギー部門 は除 く)で あ り,各 エ ネルギー集約

産業の エネ ルギー コス ト比 率 はPPPは4.35%,CRPは9.70%,NMMは7.14%,ISは11.58% ,NFMは

10.31%で ある。

xiii産 業 の国際競争力 は,生 産や国際取引の世界シェア等 によってはかれ る。従って,国 際競 争力の低下(上

昇)は 生産 シェアの低下(上 昇),輸 入量の増加(減 少),輸 出量 の減少(増 加) ,輸 入依存率の上昇(低 下)

に より示 される。

xiv例 えば,為 替 レー トが$1=120円 か ら2円 変化す るだけで価格 は1 .67%変 化 し,こ れ らの影響 は相殺 され

得 る。
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表3エ ネルギ ー集約 産業への税率別 の 日本の非エ ネルギー部 門の生 産量の世界 シェア変化(10-2%ポ イ ン

ト)

*表の最上段の数字($20～$0)エネルギー集約産 業に対 する 環境税減免後 の環境税 の税率(t-Cあ た り)を ,「差」 は環
境税の税率 が$20/t-Cl基 準 ケー ス)と$0/t-C(免 税 ケ ー ス)と の値 の差 を示 して い る。 以 下 の 表4～8も 同 様 で あ る 。

**表 中の下線の値はそのエネルギー集約 産業の 国際競争力への影響が非エネルギー集約産業 の どち らか1部 門 よりも相対 的

に低いことを,下線

・斜字り値は非工主ルギー集約産業2部 門とも.より.も影響が相対的に低いこどを示している。また,綱掛けの値は
工 不ルギー集約産茉の中で国際競 争力にプラスの影響が見 られ ることを示 している。以下の表4～6も 同様である

。

表4エ ネルギー集約 産業へ の税率別の 日本の非エネルギー財 の輸 入量 変化(%)

表5エ ネルギー集約産業への税率別の 日本の非エネルギー財 の輸 出量 変化(%)

表6エ ネルギー集約産業への税率別の 日本の非 エネルギー財 の輸入依存率変化(10-2%ポ イン ト)
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表7エ ネルギー集約産業への税率別の各地域 のCO2排 出量変化率(%)

表8エ ネルギー集約 産業へ の税 率別の各 地域の実 質GDP変 化あ た りのCO2排 出量 変化(万

t-CO2/百 万$)

*各 値 は 「CO2排 出量変化/実 質GDP変 化」によ り計算 しだものであ るため
,両 者が減少 している場合(JPNと

Totalの 全 ケース)は 大 きい値の方がGDPあ た り効率的にCO2が 削減 され,両 者が増加 している場合(それ以外
の地域)は 小 さい値 の方が効率的 にCO2が 排出 されている。

集 約 産業 の 国際 競 争力 が プ ラス に転 じた りす る場

合 もあ る。

　次 にCO2排 出削 減へ の 影響 を見 る と,表7で は,

環境 税 減 免 の 程 度 が大 き くな るほ ど環 境 税 導 入 国

で あ るJPNでCO2削 減 率 が低 下 し,全 体 と して の

CO2削 減 率 が低下 す る こ とが示 されて いる。 そ して

表8を 見 る と,減 税 率 が高 くなる ほ ど,JPNだ け で

な く,そ れ以外 の地域(加 えて全体 と して)で も実

質GDPで 見 たCO2削 減 ・排 出 の効 率 が低 下 して い

る。

　以 上 の結果 よ り,次 の知見 が得 られ る。

・環境 税 の導 入 に よるエ ネ ルギ ー 集約 産 業 の 国 際

競 争力へ の影 響 は,基 準 ケ ース で も大 きい とは言

えない。 これは,幾 つ かの既 存研 究 で も示 され て

い る6・8)

・エ ネ ルギ ー 集約 産 業 内 で も環 境 税 に よ る影響 に

は ば らつ きが あ り,国 際競 争 力 に関 す る指標 に

よ って は エ ネ ル ギー 集 約 産業 の 中 に も国 際競 争

力 に全 く影 響 の な い部 門(PPPやCRP,減 税 率

を高 くした場 合)も あ り,全 エ ネル ギー集約 産業

を同一視 して扱 うべ きで はない 。

・エ ネ ル ギー 集 約 産業 に対 して 過 度 の環 境 税 の減

免 措置 を取 る こ とに よ り,非 エ ネル ギー集約 産業

へ の影 響 が エ ネ ル ギ ー集 約 産 業 の そ れ を上 回 る

場 合(表3～6の 下 線 ・斜 字 の値)が あ るた め,

税 を減 免 す る場合 は減 税 率 は慎 重 に決 定 され な

けれ ば な らない。

・エ ネ ル ギ ー集 約 産 業 に対 す る環境 税 の減 免 に よ

り国際競 争 力 の影 響へ の 改善 効 果 は見 られ るが,

その程 度 は小 さい。

・そ の反 面
,減 免 に よ りCO2排 出削 減地域 お よび,

全 体 で は削 減率 が低 下す る。

・そ して,CO2削 減 ・排 出の効 率 が全 地域 で低下 す

る。

　これ らを総合 す る と,環 境税 導入 に よるエ ネル

ギ ー集約 産業 の国際競 争 力へ の影響 は小 さ く,当

該 産業 へ の環 境税 の減 免 税 は国 際競 争 力 の 確 保

に対 して大 き な効 果が 得 られ る とは言 い 難 い た

め,む やみ に実 施 すべ きで ない と言 える。 また,

実施 す る場 合 は,非 エ ネルギ ー産業へ の影 響 やエ

ネ ルギー集 約 産業 内での 産業 間の影 響 の差異(本

研 究 で は特 にPPP・CRPとNMM・IS・NFMの

差異),CO2排 出 削減 率 ・削 減 効率 へ の 影響 を総

合的 に考 え る必 要が あ る。
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4.ま と め

 本研 究 で は,応 用一 般均 衡 モデ ルで あ るGTAP-E

モ デル を拡 張 したGTAP-Exモ デ ル を用 い て,エ ネ

ルギ ー集約 産業 に対 す る環境 税 の減免 が 国際競争 力

な らび に,CO2排 出 削 減 に与 える影 響 を分 析 した。

本 研 究で は,分 析 に シ ミュ レー シ ョ ンに よる定量 的

評 価 を用 いた こ とで,環 境税 減免 の効 果 を客 観 的 に

実証 して い る。 そ して分析 結 果 を総 じて見 る と,環

境 税 導 入 に際 す る エ ネ ル ギ ー集 約 産業 へ の減 免 税

は,個 々のエ ネル ギー集 約産 業 は もちろ ん,他 の産

業 部 門 に対 す る 影響 やCO2排 出削 減 へ の影 響 を総

合 的 に踏 ま えて決定 すべ きこ とで あ る と言 え る。

　なお,本 研 究 で採 用 した環境 税 は環境 省 が実現 を

目指 して い る比 較 的税 率 が低 い もので あ り,税 率 が

高 い場 合 は結果 が若 干異 な る可能性 が あ るこ とを留

意 す る必要 が あ る。 また,先 進 国 と途上 国 の よ うに

産 業構 造や 技術 力 に大 きな違 いが 見 られ る場 合 も異

な る結 果が 導か れ る可能性 も考 え られ る。
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Abstract

  Although environmental taxes to mitigate CO2 emissions are planned or introduced 

domestically and internationally in recent years, those on energy-intensive industries are reduced 

and exempted in many tax systems to maintain international competitiveness of the industries. 

    This paper aims to analyze whether the environmental tax seriously influences on international 

competitiveness of energy-intensive industries, whether the tax reduction and exemption for 

the industries can mitigate the influences, and how such measures influence on C02 emissions 

reduction. The influences on the international competitiveness and C02 emissions reduction were 

evaluated by comparing the case to impose the uniform-rate environmental tax and the cases to 

reduce and exempt the tax on energy-intensive industries. GTAP-Ex model, the applied general 

equilibrium model expanded GTAP-E model, was used for the simulation analyses.

  Consequently, the influences on energy-intensive industries due to the environmental tax 

were small. Also, though improvement of international competitiveness by the tax reduction 

and exemption was small, C02 emissions reduction rates and efficiency were lowered. Then, it 

is concluded that the environmental tax reduction and exemption should not be implemented 

needlessly, and the influences on individual energy-intensive industries, non-energy-intensive 

industries, and C02 emissions reduction should be considered totally if the measures are 

implemented.

Key Words: Global Warming, Environmental Tax, Energy-Intensive Industries, International

 Competitiveness, GTAP-Ex Model


